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1
委
員

1

計画の目的
計画の目的がわかりにくい。

　計画の目的は、基本目標である『未
来を築く新しい「ゆたかさ」への挑
戦』に向けて、「人」「くらし」「産
業」ごとに各々の側面で目指す将来像
を実現していくことにあり、今後の県
政運営の指針となるものです。

2
委
員

2

はじめに「２　計画の役割」
　本計画は県のまち・ひと・しごと創生総
合戦略としても位置づけるとのことである
が、国の戦略は来年度までとなってお
り、国の次期戦略の内容によっては、再
度長期ビジョンを見直すのか。市町村の
戦略は国及び県の戦略を勘案して定め
ることとなっているため、改定する場合
は、市町村のスケジュールも勘案して、
適時適切に情報提供ください。

　国の次期戦略の概要が明らかになっ
ていませんが、今後の状況も見ながら
適切な情報提供に努めたいと考えてお
ります。

3
委
員

15

時代の潮流「８　持続可能な社会を目
指して‐ＳＤＧｓの実現‐」
　「ＳＤＧｓの実現」は「ＳＤＧｓの実施」に
すべき。

　SDGsは、「持続可能な開発目標」
であり、目標は実現するものであると
考え、この表現としております。
  国の実施方針においては、地方公共
団体においても、各種計画等にその要
素を最大限に反映し、取組を推進する
ことが奨励されており、この総合計画
やその他の県の個別計画に定める施策
を実施していく中で、目標の実現を目
指してまいりたいと考えております。

4
委
員

41

基本目標
　「未来を築く新しい「ゆたかさ」への挑
戦」の「挑戦」を見直す必要はないか。

　「新しい『ゆたかさ』」を創出して
いくことに県民とともに「挑戦」して
いくとの意味で使用しており、計画の
基本目標として維持してまいりたいと
考えております。

5
委
員

52
58
100
等

長期戦略「２産業成長・経済活性化戦
略」、分野別施策「B-2-(1)低炭素・循環
型社会への転換」
　「低炭素」は「脱炭素」にすべき。

　国においては、地球温暖化対策計画
の中で、排出量を2030年までに
26％、2050年までに80％削減を目指
すこととしています。また、長期低炭
素ビジョンにおいても、将来的な脱炭
素社会の構築に向けて、その途中過程
として、2050年までに80％削減する
社会を目指すべきとされております。
　本県の総合計画は、国の中期的目標
である2030年を目標としていること
から、脱炭素社会を構築する過程とし
ての「低炭素社会」の実現が適切な表
現であると考えております。

○長期ビジョン(素案)に対する総合計画審議会委員・専門委員等からの御意見

※意見の内訳～委員：18件、市町村：15件、パブリックコメント：9件（7名） 資料２
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6
委
員

58

長期戦略「戦略２　産業成長・経済活性
化戦略」の戦略内容２
　労働人口が不足する中で、ＩＣＴ等の
先端技術の活用は不可欠。そこで、先
端技術を活用して、労働力を補完すると
いう視点からの記述を加えてはどうか。

　戦略内容の２については、「省力化
による生産性向上」の部分で御指摘の
趣旨を包含しているものと考えており
ます。
　また、関連して、県内企業向けに戦
略内容４を次のとおり修正します。
(P.58)

「産業間及び産学金労官の連携を強化
し、本県の持つ優れた地域資源や技術
を生かした新事業・イノベーションの
創出、高付加価値化等を支援するとと
もに、ＩＣＴ等の先端技術を活用した
生産性の向上や起業、円滑な事業承継
に向けた支援・・・」

7
委
員

61
95

長期戦略「３生活健康・活躍社会戦
略」、分野別施策「B-1-(1)健康づくりの
推進」
　健康づくりについて、現役世代に対す
る取組が記載されていない。分野別施
策には「健康経営」が掲げられている
が、数値目標として、「健康経営優良法
人認定○社」と明確に掲げるべき。

　御意見のとおり、現役世代（働く世
代）に対する取組も重要であり、長期
戦略４の戦略内容１「疾病・介護予防
等による健康寿命の延伸」や、御指摘
の分野別施策の基本的方向性における
「健康経営の推進」の記載で、現役世
代も含めた健康づくりについて記載し
ているところです。
　指標については、今後策定するアク
ションプランで検討したいと考えてお
ります。

8
委
員
70-
85

分野別施策「A人づくり」
　「子ども」と「子どもたち」の使い分けに
ついて確認が必要。

　福祉分野の施策につきましては、
個々の子どもを対象とする施策も多い
ことから「子ども」と表記し、教育分
野の施策につきましては、学校単位な
どある程度多数の子どもを対象とする
施策が多いことから「子どもたち」と
表記しております。

9
委
員

78

分野別施策「A-2　未来を担う人財が育
つ社会」と「A-2-(2)社会を生き抜く基盤
を培い、将来を担う人財を育む教育の
推進」
　「未来」と「将来」の使い分けの意図が
よく分からない。

　御指摘の趣旨を踏まえ、「未来を担
う」に統一します。

10
委
員

78

分野別施策「A-2-(2)社会を生き抜く基
盤を培い、人財を担う人財を育む教育
の推進」
　「～、将来を担う～」ではないか。
（誤字の御指摘）

　御指摘の誤字について修正します。
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11
委
員

78

分野別施策「A-2-(2)社会を生き抜く基
盤を培い、将来を担う人財を育む教育
の推進」の「5 　郷土を愛し、地域社会
に参画する態度を育む教育の推進」
　将来を担う人財の育成ができる人財を
育成する必要がある。
　学校と地域、企業、各種団体・施設等
の連携・協働の推進や、地域社会に参
画しようとする意識や態度を育てる教育
の推進・充実に取り組むことができる人
財の育成が必要であり、好事例を集めて
コーディネーターを育成する必要があ
る。

　御意見のとおり、そのような教育の
推進を担う人財の育成が重要であると
考えておりますので、アクションプラ
ンや具体的な施策を展開する上での参
考にさせていただきたいと考えており
ます。

12
委
員

86

分野別施策「A-4-(1)男女共同参画社
会の推進」
　「ジェンダー平等の実現の推進」（ダイ
バーシティ＆インクルージョン）にすべ
き。ＳＤＧｓで用いられている。
　ＬＧＢＴＱに係る記載はされているか。
　ＳＤＧｓ実現のための文言が不足してい
る。記載内容にもっと包括的（インクルー
ジョン）という言葉を使用した方が良い。

　御指摘のとおり、多様性や包摂性の
概念は重要であり、本県としても目指
すべきであると考えております。
　そのためには、男女共同参画社会の
実現のみならず、総合計画に掲げるそ
の他の様々な施策を総合的に推進する
ことが不可欠であり、御指摘の趣旨は
計画全体に含まれていると考えており
ます。
　なお、LGBTQについては、戦略４や
分野別施策A-4-(5)で言及していると
ころです。

13
委
員

97

分野別施策「B-1-(2)みんなで支え合う
福祉社会の推進」の「３共に支え助け合
い安心して暮らせる環境づくり」
　地域コミュニティとしての自治会を支援
する取組が必要で、人財の育成の観点
からも、好事例を集約し、情報交換や研
修等を実施していく必要がある。

　御意見のとおり、地域共生社会の実
現や、地域包括ケアシステムの構築と
いう観点からも自治会の役割は重要で
あると認識しておりますので、今後の
具体的な施策を展開する上で参考にさ
せていただきたいと考えております。

14
委
員

97

分野別施策「B-1-(2)みんなで支え合う
福祉社会の推進」の「障がい者（児）の
自立と社会参加の促進」
　障がい者（児）に必要なサービスとし
て、災害時などの突発的なケースでの柔
軟な対応ができる体制の整備が必要。
　また、高等学部生に対する一般就労
支援に向けた就労準備等の取組により、
障がい者の一般就労率をアップさせる
必要がある。

　御意見のとおり、障がい者（児）に
対する施策は重要であると認識してお
ります。
　県におきましては、宮崎県障がい者
計画及び障がい福祉計画（障がい児福
祉計画）を策定しており、障がいのあ
る人への災害時への支援や、特別支援
学校における就労希望者への一般就労
支援に取り組むこととしており、引き
続き取組の充実を図ってまいりたいと
考えております。
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15
委
員

97

分野別施策「B-1-(2)みんなで支え合う
福祉社会の推進」の「福祉社会を支え
る人づくり」
　地域共生社会の実現に向けた取組と
して、生きづらさを抱えた人たちへの働く
場の提供が必要。

　戦略４において、多様な個性が尊重
され、誰もが生涯にわたって活躍でき
る社会の実現を目指しており、また、
分野別施策におきましても、生きづら
さや困難を抱える人への生活支援・自
立支援に取り組むこととしておりま
す。この中には、御意見のありました
就労支援も含まれていると考えており
ます。

16
委
員

119
120
121
130

分野別施策「Ｃ産業づくり」
　「C-1　多様な連携により新たな産業が
展開される社会」と「C-3-1　工業の振
興」の内容が重複している。

　御意見のとおり、一部重複しており
ますが、C-1は、工業も含めた様々な
産業連携による持続性の高い産業基盤
構築の必要性を記述しており、C-3-1
は、そのような中で、工業が目指すべ
き方向性を記述しております。

17
委
員
137

分野別施策「C-5-(1)地域や企業を支え
る産業人財の育成・確保」の「産学金労
官連携による人財の育成」
　２段目以降については、次のように加
筆してはどうか。
　「また、特色ある人財育成プログラ
ム･･･（中略）・・・高等教育機関卒業後の
県内定着を促進します。さらに、県内の
大学・大学院と連携し、時代のニーズを
踏まえたより高度な専門性を有する人財
育成に努めます。」

  御指摘の点は、大変重要であると考
えておりますので、次のとおり加筆し
ます。

　「また、特色ある人財育成プログラ
ム･･･（中略）・・・高等教育機関卒
業後の県内定着を促進します。さら
に、県内の大学・大学院と連携し、時
代のニーズを踏まえたより高度な専門
性を有する人財育成に努めます。」

18
委
員
139

分野別施策「C-5-(2)職場環境整備と就
労支援」の「高齢者の就業支援」
　シルバー人材センターへの支援は、運
営に対しての助言等も必要。
　・ニーズに基づいた高齢者の生きがい
づくりなどの成功事例の様々な機会での
発信
　・様々な社会資源と協力した働く場の
提供等が必要。

  御指摘の点は、大変重要であると考
えておりますので、シルバー人材セン
ターへの支援には、そのような視点も
含めて取り組んでまいりたいと考えて
おります。

19
市
町
村

2
はじめに「２　計画の役割」
　番号２に同じ。

　同左

20
市
町
村

12

時代の潮流「５　大規模災害への対策」
　これまで「南海トラフ巨大地震」という表
記もあったが、「南海トラフ地震」という表
現に統一するのか。

　「南海トラフ巨大地震」は、科学的
に想定される最大クラスの南海トラフ
地震のことであり、最大クラスの地震
でなくとも大規模災害をもたらすこと
から、「南海トラフ地震」という表現
を使用しております。

21
市
町
村

15

時代の潮流「８　持続可能な社会を目
指して‐ＳＤＧｓの実現‐」
　時代の潮流だけでなく、具体的取組と
して検討する必要があるのではないか。

　SDGsにつきましては、国の実施指
針では、各種計画等にその要素を最大
限反映し、取組を推進することが奨励
されており、総合計画をはじめ部門別
計画等にその考え方を盛り込んでいる
と考えております。
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22
市
町
村

15

時代の潮流「８　持続可能な社会を目
指して-ＳＤＧｓの実現-」
　ＳＤＧｓの目標６「すべての人々の水と
衛生の利用可能性と持続可能な管理を
確保する」の内容として、水道法改正に
係る対応は記載しないのか。（今後の水
道の基盤強化と水道事業者等の間の広
域的な連携の推進等について）

　水道事業は、安全で快適な生活環境
の確保を図る上で重要なものであると
考えております。現在、県では、県内
水道における将来の目指すべき方向性
を示す水道ビジョンの策定を進めてお
り、その中で基盤強化や広域連携の在
り方について検討してまいりたいと考
えております。

23
市
町
村

35

本県の特性「４産業」の就業人口の表
　「サービス業」5.3％は、飲食サービス
等のサービス業を除いた「サービス業
（他に分類されないもの）」の数字であ
り、通常サービス業というと、広く第三次
産業の業種を想像するため、誤解を与
えるのではないか。

　「サービス業（他に分類されないも
の）」との表記に修正します。

24
市
町
村

45

県づくりの基本姿勢「１　経済拡大を前
提とした社会・価値観からの転換」
　「日本が本格的な少子高齢・人口減少
時代に突入する一方で、世界では開発
途上国を中心に人口が増加し、経済も
拡大しているため、今後、食料やエネル
ギー資源の枯渇などが懸念され、二重
の意味でこれまでのような経済拡大を前
提とする社会像は成り立たなくなってき
ます」の「二重の意味」が何を指すのか。

　国内では、少子高齢・人口減少によ
る就業者の減少に伴い、経済規模の縮
小が懸念されることに加えて、国外で
は、世界の人口・経済が拡大する中、
これまでのような資源調達が困難とな
り、我が国の経済を圧迫する懸念があ
ります。こうした国内・国外の両面か
ら、という状況を指して「二重の意味
で」と記述しております。

25
市
町
村

46,
89

県づくりの基本姿勢「６　国際社会での
みやざき・九州の確立」と分野別施策
「A-4-(4)国際化への対応」
　記載内容に整合性がとれているか。

　国際化（グローバル化）を推進し、
共生社会を実現していく中でも、特に
その端緒として、地理的にも近く、成
長著しいアジアとの経済面や人財面で
の交流を図ることが重要との趣旨であ
り、整合は取れていると考えておりま
す。

26
市
町
村

55-
56

長期戦略「戦略１　人口問題対応戦略」
　「特に人口減少が著しい中山間地域」
とあるが、むしろ中山間地域でない地域
の方が人口減少が著しいのではと考え
る。
　人口減少問題を「中山間地域」に重点
をおくのではなく、県全体の課題とした
表現にすべきでは。

　人口の減少数そのものは、御指摘の
とおり中山間地域以外の方が大きくな
るものの、減少割合は中山間地域が大
きく上回るため、地域の維持存続への
影響も懸念されるところです。
　人口減少につきましては、県全体の
課題ですが、ここでは特に中山間地域
に課題意識を持つことの必要性を示し
ております。

27
市
町
村

58

長期戦略「戦略２　産業成長・経済活性
化戦略」の戦略内容２
　番号６に同じ。

　同左
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28
市
町
村

63

長期戦略「戦略５　危機管理強化戦略」
の戦略内容３
　「災害時の円滑な緊急輸送や救急医
療に不可欠な高速道路・港湾等の整備
や、社会資本の適切な維持管理などを
通じて、安全・安心のベースとなるインフ
ラ機能の強化を図ります」の内容に、上
水道、下水道、ガス、電気、通信等は含
まれているのか。

　含まれているものと考えておりま
す。

29
市
町
村
101

分野別施策「B-2-(2)良好な自然環境・
生活環境の保全」の「１　将来予測と課
題」
　「～社会経済活動に伴う河川や地下水
の汚染など～」について、硫黄山噴火に
伴う水質汚染を加味して表現を検討して
いただきたい。

　火山活動に対する危機対応の一環と
して、分野別施策「B-4-(1)多様化す
る危機事象に的確に対応できる対応づ
くり」の「１　将来予測と課題」「３
防災関係機関の災害対応力の強化」
(P.112-113)などに御意見の趣旨を記
載します。

30
市
町
村
107

分野別施策「B-3-(3)地域交通の確保」
の「地域公共交通の維持・確保」
　「バスや鉄道などの利用促進や利便性
の向上に取り組むことにより、自家用車
への過度の依存から脱却し、地域公共
交通を利用しようとする県民意識の醸成
を図ります」との記載について、県民意
識に問題があるのか。特に児湯地域は、
駅と市街地とに距離があり、自家用車へ
の依存からの脱却は難しいのではない
か。

　県民の皆様の置かれた交通環境は
様々であると思いますが、今後の超高
齢化社会、特に高齢者の免許返納が増
加してくる状況においてもなお、地域
公共交通を継続して維持していくため
には、車利用だけではなく、公共交通
機関も利用していただくことが不可欠
であることから、まずはそのような気
運の醸成を図ろうとする趣旨で記述し
ております。

31
市
町
村
109

分野別施策「B-3-(5)持続可能な中山
間地域づくり」の「１　宮崎ひなた生活圏
づくり」
　ネットワーク化の促進だけでなく、コン
パクト化も打ち出していくべきではない
か。

　「宮崎ひなた生活圏づくり」は、山
間部も含め、生活圏全体で日常生活に
必要なサービスや機能を守って行くこ
とを主な目的として進めているもので
あります。機能の地理的集約も概念と
しては１つの要素ではありますが、ま
ずは、拠点となる基幹的集落を中心と
した多様な主体の連携・協働や、複数
集落の相互補完を念頭に取り組むこと
を想定しています。

32
市
町
村
114

分野別施策「B-4-(2)安全で安心な県土
づくり」
　将来の予測と課題に「高度成長期以降
に集中的に整備されたインフラが今後一
斉に更新時期を迎えるため、その老朽
化対策が課題となっています」と記載さ
れているが、これに対し、社会資本整備
の機能維持のため、維持管理等、持続
可能な基本的方向性について記載しな
いのか。

　「３　基本的方向性」の「３　社会
資本の総合的かつ計画的な管理による
施設の機能維持」(P.115)において、
基本的方向性を記述しております。

33
市
町
村
125

分野別施策「C-2-(2)持続可能な森林・
林業の振興」
　「中山間地域においては」を「山間部」
としてはどうか。

　山間部のみならず、中山間地域にも
見られる課題であることから、現行案
のとおりとさせていただきたいと考え
ております。
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34

パ
ブ
コ
メ

13

時代の潮流「６　地方分権と広域的行
政の推進」
　広域的行政に関し、宮崎市がすでに
連携中枢都市圏を形成していることや、
H30.12.21閣議決定された「まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（2018改定版）」にお
いて、新たに「中枢中核都市の機能強
化」が打ち出されるなど国による更なる
支援の姿勢が明確に打ち出されたことを
踏まえ、国や県内の具体的な動きに関
する記述を加えていただきたい。

　宮崎市においては、既に周辺自治体
との連携中枢都市圏が形成され、産業
や医療等の都市機能、生活機能の強化
等の様々な面で広域的な連携が進めら
れております。
　御意見をいただいた「中枢中核都市
の機能強化」につきましては、御指摘
の動きを包含した記述となっていると
考えておりますが、「第２節　目指す
将来像」の「くらし」の部分(P.43)に
おいて、新たに「地域間の連携・協力
の推進等」を加えます。

35

パ
ブ
コ
メ

16

将来推計と予測
　人口推計は2030年までが示されてい
るが、例えば50年先などの将来的な推
計は示されないのか。

　御意見を踏まえ、参考として2065
年までの推計をお示ししたいと考えて
おります。(P.26-28)

36

パ
ブ
コ
メ

34

宮崎県の特性「４　産業」
　産業の生産額を見ると、宮崎は太平洋
側にあるという環境を生かし、水産業に
力を入れた方がいい。農林業、畜産業
は良くなっているが、水産業は全国14
位。日本一のカツオ一本釣りを守るな
ど、宮崎ならではの魚のブランド化を考
えてもらいたい。例えば、高値がついた
美々鯵などは、その流れで地元の飲食
業も忙しくなった。

　農林水産業は本県の強みであり、御
指摘の点は重要であると考えておりま
す。分野別施策C-2-(3)において、操
業の効率化はもとより、漁価や付加価
値向上の取組を加速し、収益性の向上
等を図ることとしており、施策を展開
する上での参考にさせていただきたい
と考えております。

37

パ
ブ
コ
メ

42-
44

目指す将来像
　国の通知において、「中枢中核都市に
は、①産業活動の発展のための環境、
②広域的な事業活動、住民生活等の基
盤、③国際的な投資の受入環境、④都
市の集積性・自立性等の機能・性格が
備わっていることが求められる」とされて
いることを踏まえた上で、県として、県都
宮崎市をどのように位置づけ、発展させ
ていくのか示していただきたい。（「くら
し」のみでなく「人」「産業」にも関わる内
容であると考える。）

　御意見をいただいた「中枢中核都市
の機能強化」につきましては、人口減
少社会における地方自治体の在り方と
して検討されている広域的行政等の一
つの形態として国が支援していくこと
を示したものであると認識しておりま
す。
　このような動きを受けて、今後、宮
崎市が中枢中核都市として、自らの機
能強化の方向性や方策を検討されるも
のと考えますが、県としても必要な情
報提供や支援に努めてまいりたいと考
えております。

38

パ
ブ
コ
メ

55

長期戦略「戦略１　人口問題対応戦略」
　若者世代の人口流出に歯止めをか
け、安心して結婚・出産・子育てができる
環境整備を図るとのことであるが、現状
のデータはどうなっているか。

　御意見を踏まえ、将来推計と予測に
参考データとして合わせてお示しした
いと考えております。(P.26-28)
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39

パ
ブ
コ
メ

59

長期戦略「戦略３　観光・スポーツ・文化
振興戦略」
　みやざき国際化推進プラン「第５章
具体的な施策の展開」の主な取組に掲
げる「快適な受け入れ環境づくり」に早
急に対応すべき。
・観光地や飲食店等で外国語表記を増
やしてほしい。
・宮崎空港の国際線到着口等は歓迎
ムードがなく質素に感じる。また、観光地
や飲食、交通情報等を多言語で作成
し、置いておくとよいのでは。

　御指摘の点は、訪日外国人旅行者の
誘客強化を図る上で重要であると考え
ており、「戦略３　観光・スポーツ・
文化振興戦略」においても、外国人な
どの受入体制の整備・充実に取り組む
こととしております。また、分野別施
策C-4-(1)においても、多言語対応な
ど外国人旅行者が安心して快適に観光
を楽しめる環境整備に努めることとし
ているところであり、これらの施策を
展開する上での参考にさせていただき
たいと考えております。

40

パ
ブ
コ
メ

97

分野別施策「B-1-(2)みんなで支え合う
福祉社会の推進」の「４　福祉社会を支
える人づくり」
　介護はこれから大きな課題となるた
め、介護人財の確保にぜひ取り組んで
ほしい。
　また、外国人財の活用に当たっては、
言語のハードル（特に高齢者の方言など
を理解できるのか）があるため、時間をか
けて覚えていただけると安心できる。

　御指摘の点は大変重要であると考え
ており、介護分野における外国人財の
活用に当たっては、受入れに係る国の
方針等も踏まえながら、適切に対応す
る必要があると考えております。

41

パ
ブ
コ
メ

107

分野別施策「B-3-(3)地域交通の確保」
　ＪＲ九州の鉄道網と便数を維持すべ
き。
　特に吉都線は、廃線になれば、えびの
市、高原町の子育て世代の流出が進
む。
　利用者増のために、観光列車の導入
をすべき。

　御指摘のとおり、地域交通としての
鉄道網の維持・確保は重要であると考
えております。昨年12月、みやざき地
域鉄道応援団より、「吉都線」「日南
線」の効果的な利用促進等に向けた地
域の潜在需要の掘り起こしや、地域外
の観光需要の創出等に係る提言をいた
だいたところであり、今後の取組を検
討する際に生かしてまいりたいと考え
ております。

42

パ
ブ
コ
メ

134

分野別施策「C-4-(1)観光の振興」の「2
「スポーツランドみやざき」の更なる展
開」
　「スポーツランドみやざき」の全県化・通
年化・多種目化とあるが、実際どのように
取り組んでいくのかが記載されていな
い。
　山之口や延岡での陸上競技場や体育
館建設によって、それが後押しされること
になるのか疑問。

　「スポーツランドみやざき」の全県
化・通年化・多種目化は、スポーツ誘
客による経済効果を県下全域に広げる
上で大変重要であると考えており、今
後策定するアクションプラン等で検討
してまいりたいと考えております。
　また、御意見の２箇所に新たなス
ポーツの拠点が整備されることで、ス
ポーツランドみやざきの全県展開にも
資することができる考えております。
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